
 

日本証券業協会 
東京都中央区日本橋 2-11-2 〒103-0027 
https://www.jsda.or.jp 

2 0 2 4 年 ９ 月 1 7 日 

報 道 関 係 者 各 位 

日 本 証 券 業 協 会 

 

パブリックコメントの募集について 

 

 本日付で、別紙のとおり、下記の事項についてパブリックコメントを募集することといた

しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

○ 「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」等の一部改正につい

て（案） 

募集期間： 2024 年９月 17日（火）から 2024年 10月 16日（水）17時 00分まで 

所 管： エクイティ分科会 

内 容： 本協会では、スタートアップ企業等への成長資金の供給の促進を含めた

非上場株式等の取引活性化のため、「非上場株式等の取引及び私募制度等

に関するワーキング・グループ」において、特定投資家向け銘柄制度（J-

Ships）に係る制度整備、非上場株式等に関する投資勧誘範囲の拡充等を

中心として議論を行ってきたところである。 

今般、同ワーキング・グループにおける議論を踏まえ、「店頭有価証券

等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」、「株主コミュニティに

関する規則」、「店頭有価証券に関する規則」等の一部改正を行うこととす

る。 

 

○ パブリックコメントの募集方法 

郵便又は専用フォームにより募集 

郵便の場合：〒103-0027 東京都中央区日本橋２丁目 11番２号 

日本証券業協会 エクイティ市場部 宛 

専用フォームの場合：https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=06 

 

以  上 

 

○ 本件に関するお問い合わせ先：  

自主規制本部 エクイティ市場部（TEL：03-6665-6770） 

https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=06
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「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」等の 

一部改正について（案） 

令 和 ６ 年 ９ 月 1 7 日 

日 本 証 券 業 協 会 

 

Ⅰ．改正の趣旨 

本協会では、スタートアップ企業等への成長資金の供給の促進を含めた非上場株式等の取

引活性化のため、「非上場株式等の取引及び私募制度等に関するワーキング・グループ」にお

いて、特定投資家向け銘柄制度（J-Ships）に係る制度整備、非上場株式等に関する投資勧誘

範囲の拡充等を中心として議論を行ってきたところである。 

今般、同ワーキング・グループにおける議論を踏まえ、「店頭有価証券等の特定投資家に対

する投資勧誘等に関する規則」、「株主コミュニティに関する規則」、「店頭有価証券に関する

規則」等の一部改正を行うこととする。 

 

Ⅱ．改正の骨子 

１．「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」の一部改正について 

（１）50 名未満の者に対する特定投資家向け売付け勧誘等を行う場合、特定証券情報と同

等の情報ではなく、発行者情報又は発行者情報と同等の情報を提供又は公表するこ

ととする。 

  （第６条第１項） 

（２）金融商品仲介業者に対する指導・監督の規定を追加する。 

  （第 19 条） 

（３）会員が特別会員に委託を行う場合における当該会員と当該特別会員の対応が重複す

る部分についての軽減措置を講じる。 

  （第 20 条） 

（４）その他所要の整備を図る。 

 

２．「株主コミュニティに関する規則」の一部改正について 

株主コミュニティへの参加勧誘対象範囲の拡充を図る。 

 （第９条第２項、第 16 条の３第１項第２号） 

 

３．「店頭有価証券に関する規則」の一部改正について 

（１）「企業価値評価等が可能な特定投資家」の対象に個人の特定投資家を含める。 

  （第４条の２第１項） 

（２）その他所要の整備を図る。 
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４．「外国証券の取引に関する規則」の一部改正について 

前述１．に伴う所要の整備を図る。 

 

Ⅲ．施行の時期 

この改正は、令和●年●月●日から施行する（改正の日から施行することとする。）。 

 

以  上 

 

パブリックコメントの募集スケジュール等 

(１) 募集期間及び提出方法 

① 募集期間：令和６年９月 17 日（火）から同年 10 月 16 日（水）17:00 まで（必着） 

② 提出方法：郵送又は専用フォームにより下記までお寄せください。 

  郵送の場合：〒103－0027 東京都中央区日本橋２丁目 11 番２号 

               日本証券業協会 エクイティ市場部 宛 

  専用フォームの場合：

https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=06 

(２) 意見の記入要領 

 件名を「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則等の一部改正

に関する意見」とし、次の①から⑥の事項を御記入のうえ、御意見を御提出ください。 

① 氏名 

② 連絡先（電子メールアドレス、電話番号） 

③ 会社名（法人又は団体として御意見を提出される場合、その名称を御記入くださ

い。） 

④ 意見の該当箇所 

⑤ 意見 

⑥ 理由 

 

○ 本件に関するお問い合わせ先： 

日本証券業協会 自主規制本部 エクイティ市場部 （03-6665-6770） 

https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=06
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「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」の 

一部改正について（案） 

令 和 ６ 年 ９ 月 1 7 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

  

第 ３ 章  特定証券情報及び発行者情報 第 ３ 章  特定証券情報及び発行者情報 

  

（特定証券情報等の提供又は公表） 

第 ６ 条 取扱協会員は、店頭有価証券等

に係る特定証券情報（ただし、金融商品

取引法施行令（以下「金商法施行令」と

いう。）第 14 条の 14 で定める場合にあっ

ては、発行者情報又は発行者情報と同等

の情報とする。以下同じ。）が投資勧誘の

相手方に提供又は公表されている場合に

限り、当該店頭有価証券等について第８

条に基づく投資勧誘を行うことができ

る。 

（特定証券情報の提供又は公表） 

第 ６ 条 取扱協会員は、店頭有価証券等

に係る特定証券情報（ただし、金融商品

取引法施行令（以下「金商法施行令」と

いう。）第 14 条の 14 で定める場合にあっ

ては特定証券情報と同等の情報をいう。

以下同じ。）が投資勧誘の相手方に提供又

は公表されている場合に限り、当該店頭

有価証券等について第８条に基づく投資

勧誘を行うことができる。 

２～５   （ 現行どおり ） ２～５   （ 省   略 ） 

  

第 ５ 章  内部管理体制 第 ５ 章  内部管理体制 

  

（社内規則及び取扱要領） 

第 12 条 取扱協会員は、本規則に基づき

投資勧誘を行おうとする次の各号に掲げ

る有価証券の区分に応じ、それぞれ当該

各号に掲げる事項を社内規則において規

定するとともに、当該社内規則に定めた

事項を適切に遂行するための体制を整備

しなければならない。 

（社内規則及び取扱要領） 

第 12 条  （ 同   左 ） 

１・２  （ 現行どおり ） １・２  （ 省   略 ） 

２ 取扱協会員は、前項に定める社内規則

の内容に基づき取扱要領を作成し、本協

会に提出するとともに、公表しなければ

ならない。 

２     （ 同   左 ） 

３ 取扱協会員は、前項の取扱要領の内容

を変更した場合は、当該変更した内容及

び変更後の取扱要領につき、本協会に提

出するとともに、公表しなければならな

い。 

３ 取扱協会員は、投資勧誘を行う有価証

券の区分に変更又は追加がある場合に

は、あらかじめ第１項に定める社内規則

及び前項に定める取扱要領の内容を変更

し、変更後の取扱要領を本協会に提出す

るとともに、公表しなければならない。 

 

第 ６ 章  雑     則 

 

 

第 ６ 章  雑     則 

（金融商品仲介業者に対する指導及び監

督） 
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改  正  案 現     行 

  

第 19 条 取扱協会員は、委託先の金融商

品仲介業者に対し、第５条、第６条、第

８条、第９条、第 10 条及び第 11 条の規

定を遵守するよう指導及び監督を行わな

ければならない。 

     （ 新   設 ） 

  

（特別会員が委託を受けて行う場合の取扱

い） 

第 20 条 特別会員が、取扱協会員である

会員からの委託を受けて本規則に基づく

投資勧誘を行う場合において、当該会員

又は当該特別会員のいずれか一方の協会

員が、第３条、第４条、第６条、第７

条、第 10 条又は第 11 条に定める行為を

行ったときは、当該他の協会員は、これ

ら各条の規定にかかわらず、当該規定に

基づく行為を行うことを要さない。 

 

 

 

     （ 新   設 ） 

付   則  

  

この規則は、令和●年●月●日から施行

する。 
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「株主コミュニティに関する規則」の一部改正について（案） 

令 和 ６ 年 ９ 月 1 7 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

  

第 ３ 章 株主コミュニティへの参加・脱退 第 ３ 章 株主コミュニティへの参加・脱退 

  

（株主コミュニティへの参加手続及び参加

に関する勧誘の禁止） 

第 ９ 条 運営会員は、投資者から株主コ

ミュニティへの参加の申出を受けた場合

を除き、当該投資者に係る当該株主コミ

ュニティへの参加の手続を行ってはなら

ない。 

（株主コミュニティへの参加手続及び参加

に関する勧誘の禁止） 

第 ９ 条  （ 同   左 ） 

２ 運営会員は、株主コミュニティへの参

加に関する勧誘を行ってはならない。た

だし、当該勧誘の相手方が次のいずれか

に該当する者であることを確認できた場

合は、この限りでない。 

２     （ 同   左 ） 

１ 当該株主コミュニティ銘柄の保有者 １    （ 同   左 ） 

２ 当該株主コミュニティ銘柄の発行者

の役員又は従業員 

２    （ 同   左 ） 

３ 当該株主コミュニティ銘柄の発行者

の被支配会社等（金融商品取引法第二

条に規定する定義に関する内閣府令

（以下「定義府令」という。）第６条第

３項に規定する被支配会社等をいう。）

又は関係会社（定義府令第７条第２項

に規定する関係会社をいう。）の役員又

は従業員 

５    （ 同   左 ） 

４ 当該株主コミュニティ銘柄の発行者

の取引関係者（当該発行者の指定する

当該発行者と取引関係にある者をい

う。）の役員又は従業員 

（ 新   設 ） 

５ 前各号に掲げる者であった者 ３ 前２号に掲げる者であった者 

６ 第２号に掲げる者又は同号に掲げる

者であった者の配偶者又は二親等内の

親族 

４ 第２号に掲げる者の配偶者又は二親

等内の親族 

７ 特定投資家（金商法第２条第 31 項に

規定する特定投資家（同法第 34 条の２

第５項の規定により特定投資家以外の

投資者とみなされる者を除き、同法第

34条の３第４項（同法第 34条の４第６

項において準用する場合を含む。）の規

定により特定投資家とみなされる者を

含む。）をいう。以下同じ。） 

６    （ 同   左 ） 

３・４   （ 現行どおり ） ３・４   （ 省   略 ） 
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改  正  案 現     行 

  

第 ５ 章 投資勧誘 第 ５ 章 投資勧誘 

  

（株主コミュニティの参加者以外の者に対

する投資勧誘の特例） 

（株主コミュニティの参加者以外の者に対

する投資勧誘の特例） 

第 16 条の３ 第 16 条の規定にかかわら

ず、運営会員は、次の各号に掲げる場合

は、株主コミュニティの参加者以外の者

（第９条第２項各号に掲げる者に限る。）

に対して、当該株主コミュニティに係る

株主コミュニティ銘柄の投資勧誘を行う

ことができる。この場合、投資勧誘の相

手方となる顧客は、株主コミュニティへ

の参加前であっても参加者とみなして、

第 10条、第 12条第３項、第 14条、第 15

条、第 16 条の２第１項及び第 31 条の規

定を適用する。 

第 16 条の３（ 同   左 ） 

１    （ 現行どおり ） １    （ 省   略 ） 

２ 投資勧誘の相手方となる顧客が、第

９条第２項第１号から第６号までのい

ずれかに該当する場合で、当該株主コ

ミュニティに参加することを当該株主

コミュニティ銘柄の取得の条件とする

とき 

２ 投資勧誘の相手方となる顧客が、第

９条第２項第１号から第５号までのい

ずれかに該当する場合で、当該株主コ

ミュニティに参加することを当該株主

コミュニティ銘柄の取得の条件とする

とき 

２・３   （ 現行どおり ） ２・３   （ 省   略 ） 

  

付   則  

  

この改正は、令和●年●月●日から施行

する。 
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「店頭有価証券に関する規則」の一部改正について（案） 

令 和 ６ 年 ９ 月 1 7 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

  

第 ２ 章 投資勧誘の禁止とその特例 第 ２ 章 投資勧誘の禁止とその特例 

  

（企業価値評価等が可能な特定投資家に対す

る店頭有価証券の投資勧誘） 

第 ４ 条の２ 協会員は、次の各号に掲げる

取引を行う場合、特定投資家（金商法第２

条第 31項に規定する特定投資家（同法第 34

条の２第５項の規定により特定投資家以外

の顧客とみなされる者を除き、同法第 34 条

の３第４項（同法第 34 条の４第６項におい

て準用する場合を含む。）の規定により特定

投資家とみなされる者を含む。）をいう。以

下同じ。）のうち、自らの責任において企業

価値評価等を行う能力を有することを当該

協会員が認めた者に対して、店頭有価証券

に係る投資勧誘を行うことができる。 

（企業価値評価等が可能な特定投資家に対す

る店頭有価証券の投資勧誘） 

第 ４ 条の２ 協会員は、次の各号に掲げる

取引を行う場合、特定投資家（金商法第２

条第 31項に規定する特定投資家（同法第 34

条の２第５項の規定により特定投資家以外

の顧客とみなされる者を除き、同法第 34 条

の３第４項の規定により特定投資家とみな

される者を含む。）をいう。以下この条にお

いて同じ。）のうち、自らの責任において企

業価値評価等を行う能力を有することを当

該協会員が認めた者に対して、店頭有価証

券に係る投資勧誘を行うことができる。 

１～４   （ 現行どおり ） １～４   （ 省   略 ） 

２～４    （ 現行どおり ） ２～４    （ 省   略 ） 

  

（店頭取扱有価証券の投資勧誘） 

第 ６ 条 協会員は、店頭取扱有価証券（第

２条第４号ロ又はニに該当する店頭取扱有

価証券を除く。以下同じ。）の募集、売出し

（金商法第 13 条第１項の規定により目論見

書を作成しなければならないものに限る。

以下この項において同じ。）、私募若しくは

私売出し（金商法第２条第４項第２号イか

らハまでのいずれかに該当する売付け勧誘

等をいう。以下同じ。）（以下「募集等」と

いう。）の取扱い又は売出し若しくは私売出

し（以下「募集等の取扱い等」という。）に

係る投資勧誘を行うことができる。 

（店頭取扱有価証券の投資勧誘） 

第 ６ 条   （ 同   左 ） 

２～４    （ 現行どおり ） ２～４    （ 省   略 ） 

５ 協会員は、第１項の規定により投資勧誘

を行った結果、店頭取扱有価証券の取引を

初めて行う顧客（特定投資家を除く。以下

この項及び次項において同じ。）に対し、店

頭取扱有価証券の性格、取引の仕組み等に

ついて十分説明するとともに、顧客の判断

と責任において当該取引を行う旨の確認を

得るため、当該顧客から、店頭取扱有価証

券の取引に関する確認書を徴求しなければ

ならない。 

５ 協会員は、第１項の規定により投資勧誘

を行った結果、店頭取扱有価証券の取引を

初めて行う顧客（特定投資家（金商法第２

条第 31項に規定する特定投資家（同法第 34

条の２第５項の規定により特定投資家以外

の顧客とみなされる者を除き、同法第 34 条

の３第４項（同法第 34 条の４第６項におい

て準用する場合を含む。）の規定により特定

投資家とみなされる者を含む。）をいう。以

下同じ。）を除く。以下この項及び次項にお
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改  正  案 現     行 

  

いて同じ。）に対し、店頭取扱有価証券の性

格、取引の仕組み等について十分説明する

とともに、顧客の判断と責任において当該

取引を行う旨の確認を得るため、当該顧客

から、店頭取扱有価証券の取引に関する確

認書を徴求しなければならない。 

６～８   （ 現行どおり ） ６～８   （ 省   略 ） 

  

付   則  

  

この改正は、令和●年●月●日から施行す

る。 
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「外国証券の取引に関する規則」の一部改正について（案） 

令 和 ６ 年 ９ 月 1 7 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

  

第 ６ 章 雑 則 第 ６ 章 雑 則 

  

（特定投資家に対する投資勧誘等への準用） 

第 49 条 協会員は、国内の取引所金融商品

市場への上場がなされていない外国株券、

外国新株予約権証券、外国新株予約権付社

債券、外国投資信託受益証券、外国投資証

券又は外国新投資口予約権証券の特定投資

家向け売付け勧誘等又は私募（金商法第２

条第３項第２号ロに掲げる場合に限る。以

下同じ。）若しくは特定投資家向け売付け勧

誘等の取扱いを行う場合には、「店頭有価証

券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関

する規則」第３条から第 17 条までの規定

（第３条第２項、第６条第３項、第７条第

３項及び第 12 条第１項を除く。）を準用す

る。この場合において、これらの規定中

「店頭有価証券等」とあるのは「外国株

券、外国新株予約権証券、外国新株予約権

付社債券、外国投資信託受益証券、外国投

資証券又は外国新投資口予約権証券」と、

「私募又は私募の取扱い」とあるのは「私

募の取扱い」と、「店頭有価証券」とあるの

は「外国株券、外国新株予約権証券又は外

国新株予約権付社債券」と、第３条第３項

中「前項」とあるのは「『外国証券の取引に

関する規則』第 50 条」と、第７条第２項中

「投資信託受益証券」とあるのは「外国投

資信託受益証券」と、「３か月以内」とある

のは「６か月以内」と、第 10 条中「投資信

託等」とあるのは「外国投資信託受益証

券、外国投資証券又は外国新投資口予約権

証券」と、第 12 条第２項中「前項」及び同

条第３項中「前項」とあるのは「『外国証券

の取引に関する規則』第 52 条」とそれぞれ

読み替えるものとする。 

（特定投資家に対する投資勧誘等への準用） 

第 49 条 協会員は、国内の取引所金融商品

市場への上場がなされていない外国株券、

外国新株予約権証券、外国新株予約権付社

債券、外国投資信託受益証券、外国投資証

券又は外国新投資口予約権証券の特定投資

家向け売付け勧誘等又は私募（金商法第２

条第３項第２号ロに掲げる場合に限る。以

下同じ。）若しくは特定投資家向け売付け勧

誘等の取扱いを行う場合には、「店頭有価証

券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関

する規則」第３条から第 17 条までの規定

（第３条第２項、第６条第３項、第７条第

３項及び第 12 条第１項を除く。）を準用す

る。この場合において、これらの規定中

「店頭有価証券等」とあるのは「外国株

券、外国新株予約権証券、外国新株予約権

付社債券、外国投資信託受益証券、外国投

資証券又は外国新投資口予約権証券」と、

「私募又は私募の取扱い」とあるのは「私

募の取扱い」と、「店頭有価証券」とあるの

は「外国株券、外国新株予約権証券又は外

国新株予約権付社債券」と、第３条第３項

中「前項」とあるのは「『外国証券の取引に

関する規則』第 50 条」と、第７条第２項中

「投資信託受益証券」とあるのは「外国投

資信託受益証券」と、「３か月以内」とある

のは「６か月以内」と、第 10 条中「投資信

託等」とあるのは「外国投資信託受益証

券、外国投資証券又は外国新投資口予約権

証券」と、第 12 条第２項中「前項」及び同

条第３項中「第１項」とあるのは「『外国証

券の取引に関する規則』第 52 条」とそれぞ

れ読み替えるものとする。 

２     （ 現行どおり ） ２     （ 省   略 ） 

  

（発行者等に対する審査） 

第 50 条 取扱協会員（「店頭有価証券等の特

定投資家に対する投資勧誘等に関する規

則」第２条第９号に規定する取扱協会員を

いう。以下同じ。）は、前条において読み替

（発行者等に対する審査） 

第 50 条 取扱協会員（「店頭有価証券等の特

定投資家に対する投資勧誘等に関する規

則」第２条第９号に規定する取扱協会員を

いう。以下同じ。）は、前条において読み替
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改  正  案 現     行 

  

えて準用する「店頭有価証券等の特定投資

家に対する投資勧誘等に関する規則」第３

条第１項に基づき検証を行う場合、第 52 条

の規定により当該取扱協会員が策定した社

内規則に従って、次の各号に掲げる有価証

券の区分に応じ、当該各号に定める事項に

ついて審査を行わなければならない。 

えて準用する「店頭有価証券等の特定投資

家に対する投資勧誘等に関する規則」第３

条第１項に基づき検証を行う場合、第 52 条

の規定により当該取扱協会員が策定した社

内規則に従って、次の各号に掲げる有価証

券の区分に応じ、当該各号に定める事項に

ついて審査を行わなければならない。 

 １    （ 現行どおり ）  １    （ 省   略 ） 

 ２ 外国投資信託受益証券 

外国投資信託受益証券にあっては第 16

条第１項第１号、第２号、第７号及び第

10 号から第 14 号（第 11 号ただし書きを

除き、クローズド・エンド型の外国投資

信託受益証券にあっては第 14 号を除

く。）に掲げる基準に適合していること 

 ２ 外国投資信託受益証券 

外国投資信託受益証券にあっては第 16

条第１項第１号、第２号、第７号及び第

10 号から第 14 号（第 11 号ただし書きを

除き、クローズド・エンド型の投資信託

受益証券にあっては第 14 号を除く。）に

掲げる基準に適合していること 

 ３    （ 現行どおり ）  ３    （ 省   略 ） 

  

付   則  

  

この改正は、令和●年●月●日から施行す

る。 
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日本証券業協会

「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に

関する規則」等の一部改正（案）に関する

パブリックコメントの募集について
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非上場株式等の取引活性化に関する
本協会の対応事項（概要）

スタートアップ企業等への成長資金の供給の促進を含めた非上場株式等の取引活性化に向けて、

本年２月より、「非上場株式等の取引及び私募制度等に関するワーキング・グループ」にて、特定投

資家向け銘柄制度（J-Ships）に係る制度整備、非上場株式等に関する投資勧誘範囲の拡充等を中

心に、日証協規則における対応について検討を行ったところである。

今般、同ワーキング・グループにおける議論を踏まえ、「店頭有価証券等の特定投資家に対する投

資勧誘等に関する規則」、「株主コミュニティに関する規則」、「店頭有価証券に関する規則」等の一部

改正を行うこととする。

J-Shipsの利活用に向けた制度整備

• セカンダリー取引の勧誘時における開示資料作成負担（発行会社）の軽減

• 金融商品仲介を行う場合の制度整備

1

非上場有価証券に関する投資勧誘範囲の拡充

• 株主コミュニティへの参加勧誘対象範囲の拡充 【株主コミュニティに関する規則】

• 「企業価値評価等が可能な特定投資家」の対象に個人の特定投資家を含める
【店頭有価証券に関する規則】

「店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関する規則」 （本資料１．参照）

「株主コミュニティに関する規則」、「店頭有価証券に関する規則」 （本資料２．参照）

※ その他、上記事項に伴う所要の整備も併せて行う
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１．店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関す
る規則（J-Ships規則）

２．「株主コミュニティに関する規則」、「店頭有価証券に関する
規則」
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◼ J-Ships規則第６条では、取扱協会員がJ-Shipsを勧誘する際に、法令※では不要とされている

「50名未満の者に対する特定投資家向け売付け勧誘等」にまで特定証券情報と同等の情報の

提供等を行うことが求められている。

◼ 当該規則は、「50名未満のセカンダリー取引が行われた場合、投資家が参照すべき情報は何も

ない」という法令上の課題に対して、投資家保護の観点から必要な情報を顧客へ提供するため

に措置した事項。

◼ 当該規定について、少数の者に対するセカンダリー取引の勧誘時にもその都度、証券情報（発

行開示に相当する情報）の作成を行うことは負担となるため、当該規定の見直しの要望があった。

対応事項１： 50名未満の勧誘時の特定証券情報の提供等義務

※ 金商法施行令第14条の14

3

（１） セカンダリー取引の勧誘時における開示資料
作成負担（発行会社）の軽減【概要】

◼ 投資者がセカンダリー取引の投資判断を行う際に必要となる情報（継続開示に相当する

情報）の提供等は維持しつつ、発行会社の開示資料作成負担の軽減を図る観点から、提

供する情報を「発行者情報又はそれと同等の情報の提供等」に見直す。【規則６条１項】

今般の対応

【見直し後】【見直し前】

【企業情報】
企業の概況、事業の状況、設備の状況、発行
者の状況、経理の状況 等

【証券情報】
発行予定株式数、価格、条件、新規発行等の
理由および新規発行による資金使途

特定証券情報
（発行開示）

投資判断に必要な
情報は維持しつつ
実務負担の軽減

【企業情報】
企業の概況、事業の状況、設備の状況、発行
者の状況、経理の状況 等

【証券情報】
発行予定株式数、価格、条件、新規発行等の
理由および新規発行による資金使途

発行者情報
（継続開示）
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（１） セカンダリー取引の勧誘時における開示資料
作成負担（発行会社）の軽減【規則案】

改 正 案 現 行

第 ３ 章 特定証券情報及び発行者情報 第 ３ 章 特定証券情報及び発行者情報

（特定証券情報等の提供又は公表）

第 ６ 条 取扱協会員は、店頭有価証券等に係る特

定証券情報（ただし、金融商品取引法施行令（以

下「金商法施行令」という。）第14条の14で定める

場合にあっては、発行者情報又は発行者情報と

同等の情報とする。以下同じ。）が投資勧誘の相

手方に提供又は公表されている場合に限り、当

該店頭有価証券等について第８条に基づく投資

勧誘を行うことができる。

（特定証券情報の提供又は公表）

第 ６ 条 取扱協会員は、店頭有価証券等に係る特

定証券情報（ただし、金融商品取引法施行令（以

下「金商法施行令」という。）第14条の14で定める

場合にあっては特定証券情報と同等の情報をい

う。以下同じ。）が投資勧誘の相手方に提供又は

公表されている場合に限り、当該店頭有価証券

等について第８条に基づく投資勧誘を行うことが

できる。

２～５  （ 現行どおり ） ２～５  （ 省 略 ）
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◼ 規則制定当時は金融商品仲介を通じた勧誘は想定されていなかったが、金融商品仲介業者や

登録金融機関を通じた取引を行いたいとの要望があった。

◼ 現行規則では、①取扱協会員による金融商品仲介業者への投資勧誘の委託は禁止されてお

らず、②登録金融機関は規則の本則適用（委託を前提としない登録金融機関と同様の規制）が

なされる。

対応事項２： 金融商品仲介を行う場合の制度整備

①金融商品仲介業者：委託元証券会社による金融商品仲介業者に対する指導・監督について措置

【規則19条】

②登録金融機関：委託元証券会社と対応が重複する部分についての軽減措置等【規則20条】

今般の対応

5

特定投資家

証券会社

投資勧誘を委託

店頭規則等と同様に委託
元証券会社による指導・
監督規定を追加金融商品仲介業者

登録金融機関

投資勧誘を委託

投資勧誘

投資勧誘※

特定投資家

委託元証券会社と対応が
重複する部分についての
軽減措置等

金融商品仲介業規則に基づき対応（J-Ships規則では規定なし）

指導及び監督

発行会社

審査

審 査

投資家への勧誘が証券会社からの委託（金融商品仲介行為）に基づくものであってもJ-Ships規則が全て適用
※ 登録金融機関が投資勧誘を行うまでに、対象顧客について委託元証券会社及び当該登録金融機関において特定投資家の登録を行うことを想定

（２） 金融商品仲介を行う場合の制度整備

金融仲介を前提にした場合の
必要な措置を講じる（今般の対応）
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条項 内 容 考え方

第３条 検証及び審査
証券会社の委託を受けて仲介行為を行う関係にあることを勘案し、自ら検証・審査・契約締結することに代え、委託
元証券会社が当該行為を適切に行っていることを確認することでも可能としてはどうか。

第４条
発行者との反社会的勢力排除のた
めの契約内容

第５条 反社会的勢力の排除
発行体が反社会的勢力等に該当する場合には、顧客に当該案件の投資勧誘を禁止する規定であり、投資勧誘を行う登
録金融機関に適用する必要がある。

第６条 特定証券情報の提供又は公表
勧誘時の交付資料に関する規定であり、投資勧誘の要件に関する規定（１項）でもあるため、投資勧誘を行う登録金
融機関に適用する必要がある。

第７条 発行者情報の提供又は公表
発行者情報の提供又は公表が適切に行われることが必要であるところ、自ら提供又は公表すること等に代え、委託元
証券会社が適切に行っていることを確認することでも足ることとしてはどうか。

第８条 投資勧誘の要件

投資勧誘を行う際の要件であり、投資勧誘を行う登録金融機関に適用する必要がある。

第９条 既存株主による売付けに係る勧誘

第10条
取引開始時の説明書の交付及び確
認書の徴求

勧誘から取引の間の説明書・確認書であり、委託元証券会社が行う場合と委託先登録金融機関が行う場合の双方が想
定される。
どちらか片方が交付及び確認書の徴求を行い、行為主体ではない者は、適切に交付及び確認書の徴求を行っているこ
とを確認することで足ることとしてはどうか。第11条 個別銘柄に係る説明書の交付等

第12条 社内規則及び取扱要領

登録金融機関もJ-Ships規則の対象であるため、取扱協会員の指定や社内規則の作成は必要。
ただし、社内規則に定めるべき項目については要検討。

第13条 取扱協会員としての届出及び公表

第14条 取扱協会員としての指定の取消し

第15条 本協会への報告 委託元証券会社が取りまとめて報告することが適当である。

店頭規則等と同様に、委託元証券会社による金融商品仲介業者に対する指導・監督義務について措置

【規則19条】

※勧誘局面で適用される下表の各規定を遵守させるための指導監督の規定を新設

今般の対応

（２） 金融商品仲介を行う場合の制度整備【金融商品仲介業者】

6
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（２） 金融商品仲介を行う場合の制度整備【金融商品仲介業者】

【規 則 案（新設）】

（金融商品仲介業者に対する指導及び監督）

第 19 条 取扱協会員は、委託先の金融商品仲介業者に対し、第５条、第６条、第８条、第９条、第10条及び第

11条の規定を遵守するよう指導及び監督を行わなければならない。
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条項 内 容 考え方

第３条 検証及び審査
証券会社の委託を受けて仲介行為を行う関係にあることを勘案し、自ら検証・審査・契約締結することに代え、委託
元証券会社が当該行為を適切に行っていることを確認することでも可能としてはどうか。

第４条
発行者との反社会的勢力排除のた
めの契約内容

第５条 反社会的勢力の排除
発行体が反社会的勢力等に該当する場合には、顧客に当該案件の投資勧誘を禁止する規定であり、投資勧誘を行う登
録金融機関に適用する必要がある。

第６条 特定証券情報の提供又は公表
勧誘時の交付資料に関する規定であり、投資勧誘の要件に関する規定（１項）でもあるため、投資勧誘を行う登録金
融機関に適用する必要がある。

第７条 発行者情報の提供又は公表
発行者情報の提供又は公表が適切に行われることが必要であるところ、自ら提供又は公表すること等に代え、委託元
証券会社が適切に行っていることを確認することでも足ることとしてはどうか。

第８条 投資勧誘の要件

投資勧誘を行う際の要件であり、投資勧誘を行う登録金融機関に適用する必要がある。

第９条 既存株主による売付けに係る勧誘

第10条
取引開始時の説明書の交付及び確
認書の徴求

勧誘から取引の間の説明書・確認書であり、委託元証券会社が行う場合と委託先登録金融機関が行う場合の双方が想
定される。
どちらか片方が交付及び確認書の徴求を行い、行為主体ではない者は、適切に交付及び確認書の徴求を行っているこ
とを確認することで足ることとしてはどうか。第11条 個別銘柄に係る説明書の交付等

第12条 社内規則及び取扱要領

登録金融機関もJ-Ships規則の対象であるため、取扱協会員の指定や社内規則の作成は必要。
ただし、社内規則に定めるべき項目については要検討。

第13条 取扱協会員としての届出及び公表

第14条 取扱協会員としての指定の取消し

第15条 本協会への報告 委託元証券会社が取りまとめて報告することが適当である。

（２） 金融商品仲介を行う場合の制度整備【登録金融機関】

8

今般の対応

委託元証券会社と対応が重複する部分についての軽減措置等を講じる【規則20条】
※下表の各規定の審査や書面交付の規定等は、委託元証券会社と委託先登録金融機関が重複して行う必要はない

ことから、いずれか一方が行うことで足りることとする
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（２） 金融商品仲介を行う場合の制度整備【登録金融機関】

【規 則 案（新設）】

（特別会員が委託を受けて行う場合の取扱い）

第 20 条 特別会員が、取扱協会員である会員からの委託を受けて本規則に基づく投資勧誘を行う場合におい

て、当該会員又は当該特別会員のいずれか一方の協会員が、第３条、第４条、第６条、第７条、第10条又は第

11条に定める行為を行ったときは、当該他の協会員は、これら各条の規定にかかわらず、当該規定に基づく行

為を行うことを要さない。
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１．店頭有価証券等の特定投資家に対する投資勧誘等に関す
る規則（J-Ships規則）

２．「株主コミュニティに関する規則」、「店頭有価証券に関する
規則」
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◼ 非上場株式の取引活性化の観点から、日証協の非上場株式の勧誘対象の拡充について、以

下の論点で検討を行った。

◆ 店頭規則第４条の２の「企業価値評価等が可能な特定投資家」の対象に個人の特定投資

家を含めること（現状は、法人特定投資家のみ対象としている）

  ◆   株主コミュニティへの参加勧誘対象の範囲拡充

対応事項：非上場有価証券に関する投資勧誘範囲の拡充

【店頭有価証券規則４条の２：企業価値評価等が可能な特定投資家】

今後想定される個人の特定投資家の裾野拡大を踏まえ、規模が大きくないスタートアップ企業

や保有割合の低い株主の換金などについては、J-Shipsのような多数の個人特定投資家を対象

にせず、少人数の個人特定投資家を対象に勧誘を行うことが想定され、当該勧誘を認めてほし

いというニーズに鑑み、「企業価値評価等が可能な特定投資家」の対象に個人の特定投資家を

含める。

【株主コミュニティ規則９条２項：株主コミュニティへの参加勧誘対象】

株主コミュニティ規則にて、株主コミュニティへの参加勧誘対象として、「当該銘柄の発行者の役

員又は従業員であった者の配偶者又は二親等内の親族」、「発行者の取引先企業の役職員」及

び「会社関係者であった者」を追加する。

今般の対応

11

非上場有価証券に関する投資勧誘範囲の拡充
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非上場有価証券に関する投資勧誘範囲の拡充
【店頭有価証券に関する規則 規則案】

改 正 案 現 行

（企業価値評価等が可能な特定投資家に対する

店頭有価証券の投資勧誘）

第 ４ 条の２ 協会員は、次の各号に掲げる取引を

行う場合、特定投資家（金商法第２条第31項に規

定する特定投資家（同法第 34条の２第５項の規

定により特定投資家以外の顧客とみなされる者を

除き、同法第34条の３第４項（同法第34条の４第６

項において準用する場合を含む。）の規定により

特定投資家とみなされる者を含む。）をいう。以下

同じ。）のうち、自らの責任において企業価値評価

等を行う能力を有することを当該協会員が認めた

者に対して、店頭有価証券に係る投資勧誘を行う

ことができる。

（企業価値評価等が可能な特定投資家に対する

店頭有価証券の投資勧誘）

第 ４ 条の２ 協会員は、次の各号に掲げる取引を

行う場合、特定投資家（金商法第２条第31項に規

定する特定投資家（同法第34条の２第５項の規定

により特定投資家以外の顧客とみなされる者を除

き、同法第34条の３第４項の規定により特定投資

家とみなされる者を含む。）をいう。以下この条に

おいて同じ。）の規定により特定投資家とみなされ

る者を含む。）をいう。以下同じ。）のうち、自らの

責任において企業価値評価等を行う能力を有する

ことを当該協会員が認めた者に対して、店頭有価

証券に係る投資勧誘を行うことができる。



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved. 13

株主コミュニティへの参加勧誘の範囲と今般の拡充対象
【株主コミュニティに関する規則 規則案】

改 正 案 現 行

（株主コミュニティへの参加手続及び参加に関する勧誘の禁止）
第 ９ 条 運営会員は、投資者から株主コミュニティへの参加の申

出を受けた場合を除き、当該投資者に係る当該株主コミュニティ
への参加の手続を行ってはならない。

２ 運営会員は、株主コミュニティへの参加に関する勧誘を行って
はならない。ただし、当該勧誘の相手方が次のいずれかに該当
する者であることを確認できた場合は、この限りでない。
１ 当該株主コミュニティ銘柄の保有者
２ 当該株主コミュニティ銘柄の発行者の役員又は従業員
３ 当該株主コミュニティ銘柄の発行者の被支配会社等（金融商

品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令（以下「定
義府令」という。）第６条第３項に規定する被支配会社等をい
う。）又は関係会社（定義府令第７条第２項に規定する関係会
社をいう。）の役員又は従業員

４ 当該株主コミュニティ銘柄の発行者の取引関係者（当該発行
者の指定する当該発行者と取引関係にある者をいう。）の役員
又は従業員

５ 前各号に掲げる者であった者
６ 第２号に掲げる者又は同号に掲げる者であった者の配偶者

又は二親等内の親族
７ 特定投資家(金商法第２条第31項に規定する特定投資家(同

法第34条の２第５項の規定により特定投資家以外の投資者と
みなされる者を除き、同法第34条の３第４項(同法第34条の４
第６項において準用する場合を含む。）の規定により特定投資
家とみなされる者を含む。）をいう。以下同じ。）

３・４  （ 現行どおり ）

（株主コミュニティへの参加手続及び参加に関する勧誘の禁止）
第 ９ 条 （ 同 左 ）

２ （ 同 左 ）

１ （ 同 左 ）
２ （ 同 左 ）
５ （ 同 左 ）

 （ 新 設 ）

３ 前２号に掲げる者であった者
４ 第２号に掲げる者の配偶者又は二親等内の親族

６ （ 同 左 ）

３・４ （ 省 略 ）
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見直し前 見直し後

１ 当該株主コミュニティ銘柄の保有者
〇 〇

元保有者

２ 当該株主コミュニティ銘柄の発行者の役員又は従業員 〇 〇

元役員又は元従業員 〇 〇

３ 当該株主コミュニティ銘柄の発行者の役員又は従業員の配
偶者又は二親等以内の親族

〇 〇

元役員又は元従業員の配偶者又は二親等以内の親族 × 〇

４ 当該株主コミュニティ銘柄の発行者の被支配会社等又は関
係会社の役員又は従業員

〇 〇

被支配会社等又は関係会社の元役員又は元従業員 × 〇

５ 当該株主コミュニティ銘柄の発行者の取引関係者の役員又
は従業員

× 〇

取引関係者の元役員又は元従業員 × 〇

６ 特定投資家 〇 〇

14

＜参考＞
株主コミュニティへの参加勧誘の範囲と今般の拡充対象
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【参考】特定投資家に移行可能な一般投資家に対して、特定投資家制度を紹介する際に提供すべき情報

◼ J-Shipsの更なる利活用のためには特定投資家の数の拡大が課題であるところ、投資家は「特定投資家
になるとどのようなメリットがあるのか（どのような商品が買えるのか）」が不明確であり、特定投資家への
移行は限定的

→ 一般投資家が特定投資家への移行を判断する際には、「特定投資家になったら何を買えるのか」が重
要であり、価格情報などのJ-Shipsの個別銘柄に関する情報提供が重要

→ 一方で、一般投資家に対する「プロ向け商品」の説明等については、「特定投資家に移行していない
（特定投資家向け有価証券を購入できない）顧客」への情報提供であることから、一般投資家に取引を
強く誘因（＝勧誘）することのないよう、提供できる範囲に制約

特定投資家に移行可能な一般投資家への情報提供内容の拡充

◼ Q&Aにて、一般投資家に特定投資家制度を紹介する際に、個別銘柄の価格情報等の提供を可

能とする旨等を追加。

今般の対応

【6/27 Q&A改正済（Q&Aの改正のため今般のパブリックコメントの対象外）】

15

【見直し前】 【見直し後】

銘柄一覧 〇 〇

発行会社等のHPのURL 〇 〇

発行会社等の概況 × 〇

発行者情報 △（URLのみ提供可） 〇

特定証券情報

発行総額（信託金の限度額） × 〇

価格情報 × 〇

募集期間、手数料等 × ×

＜参考：既に対応済みである事項＞
一般投資家への情報提供拡充（Q＆A改正）

今般の趣旨は「特定投資家制度の
紹介の一環」（個別銘柄の勧誘は
特定投資家に移行後再度行う）で

あることから対象外


